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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第５期

第２四半期連結
累計期間

第６期
第２四半期連結
累計期間

第５期
第２四半期連結
会計期間

第６期
第２四半期連結
会計期間

第５期

会計期間

自 平成20年
４月１日

至 平成20年
９月30日

自 平成21年
４月１日

至 平成21年
９月30日

自 平成20年
７月１日

至 平成20年
９月30日

自 平成21年
７月１日

至 平成21年
９月30日

自 平成20年
４月１日

至 平成21年
３月31日

営業収益

(うち受取手数料)(注)２
(千円)

2,011,226

(1,881,428)

1,356,001

(1,386,873)

1,172,167

(955,862)

658,055

(679,561)

3,448,424

(3,256,673)

経常利益又は経常損失

（△）
(千円) △43,634 △32,040 157,641 29,768△556,611

四半期純利益又は四半期

（当期）純損失（△）
(千円) △24,489△274,645 106,256△80,991△787,302

純資産額 (千円) ― ― 6,494,0435,441,3775,740,993

総資産額 (千円) ― ― 33,656,94430,769,40729,023,539

１株当たり純資産額 (円) ― ― 1,064.79 921.80 960.10

１株当たり四半期純利益

又は１株当たり四半期

（当期）純損失（△）

(円) △4.01 △46.20 17.42 △13.68 △129.50

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益　

(注)３

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 19.3 17.7 19.8

営業活動によるキャッシュ

・フロー
(千円) 481,863 45,290 ― ― 329,442

投資活動によるキャッシュ

・フロー
(千円) 22,198 71,205 ― ― △24,278

財務活動によるキャッシュ

・フロー
(千円) △381 △11,235 ― ― △13,251

現金及び現金同等物の四半

期末（期末）残高
(千円) ― ― 3,326,7693,220,2623,115,002

従業員数 （名） ― ― 172 95 107

  （注）１  当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　      ２　営業収益には、消費税及び地方消費税(以下、「消費税等」という。)は含まれておりません。

３　第５期第２四半期連結累計期間、第６期第２四半期連結累計期間、第６期第２四半期連結会計期間及び第５期

においては、１株当たり四半期（当期）純損失が計上されており、また、潜在株式がないため、潜在株式調整

後１株当たり四半期（当期）純利益を記載しておりません。

第５期第２四半期連結会計期間においては、潜在株式がないため、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

を記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間より、連結子会社のグリーン環境株式会社にて住宅用太陽光発電モジュール及びオール

電化システムの受注及び販売等を開始しております。なお、主要な関係会社における異動はありません。

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 95     

（注）従業員数は、就業人員であります。

(2）提出会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 4     

　（注）従業員数は、就業人員であります。
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第２【事業の状況】

１【受注及び販売の状況】

　当社グループは、「投資・金融サービス業」の単一セグメントにて事業展開をしておりましたが、当第２四半期連結

会計期間より「環境・省エネルギー支援サービス業」が加わっております。

　「環境・省エネルギー支援サービス業」については、当第２四半期連結会計期間より連結子会社のグリーン環境株

式会社にて住宅用太陽光発電モジュール及びオール電化システムの受注及び販売等を開始しており、同事業における

受注状況及び販売実績は以下のとおりとなっております。

　なお、「投資・金融サービス業」については、「４．財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」に

おいて事業部門別に詳細を記載しております。

　

(1) 受注状況

　当第２四半期連結会計期間の「環境・省エネルギー支援サービス業」の受注状況は、次のとおりであります。　

事業の名称 受注高（千円）　 受注残高（千円）

環境・省エネルギー支援サービス業 45,321　 37,814

合計 45,321　 37,814　

（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　「環境・省エネルギー支援サービス業」は当第２四半期連結会計期間から受注を開始したため、前

年同四半期比を記載しておりません。

　

(2) 販売実績

　当第２四半期連結会計期間の「環境・省エネルギー支援サービス業」の販売実績は、次のとおりであります。　

事業の名称 金額（千円）

環境・省エネルギー支援サービス業 7,506　

合計 7,506

（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　「環境・省エネルギー支援サービス業」は当第２四半期連結会計期間から販売を開始したため、前

年同四半期比を記載しておりません。
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２【事業等のリスク】

　当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

　当第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年9月30日）におけるわが国経済は、世界的な金融不安や

国内外の景気後退懸念が後退し、景気持ち直しの兆候が認識されたほか、企業収益と設備投資の減少傾向がやや鈍化

してきていることで、国内外の株式市場も上昇傾向となりました。しかしながら、雇用情勢の悪化は進んでおり、家計

部門の所得環境も改善する段階には至っておらず、景気の下振れ懸念が消えない状況が続きました。

　為替市場においては、7月の米国雇用統計の悪化などを機に一時1ドル＝91円台まで円高が進みましたが、7月後半は

世界的な株価の反転上昇に伴い、リスク許容度が高まったことから円が売られたことに加え、8月上旬の米国雇用統計

の予想以上の改善を受け、97円台後半まで円安が進みました。しかし、同水準は維持されず、米国の長期金利の低下を

きっかけに再度円高傾向となったほか、月末には日本の衆議院選挙の結果を受け、92円台まで円高が進行しました。9

月に入っても景況感の改善を受けた投資家のリスク選好姿勢の高まりに伴うドル安の流れが続き、中旬には90円台前

半に達しました。その後、財務相の円高容認発言を受け、下旬には一時88円台前半まで急速に円高が進行しました。

　なお、当第2四半期連結会計期間の東京金融取引所における取引所為替証拠金取引「くりっく365」の取引高は

17,458千枚（前年同四半期比32.6％増）、当社グループの取引高は3,020千枚（同4.1％減）となりました。

　商品先物市場においては、7月の米雇用統計の悪化や景気回復期待の後退から軟調に推移し、CRB指数は一時231台ま

で下落しましたが、中旬以降は、米経済指標の改善や欧米企業の業績回復を受けた世界的な株価上昇をきっかけに反

転した後、8月上旬に米国の失業率の低下を受けて一段高となり、指数は269台まで上昇しました。8月中旬から9月上旬

にかけては、ドル高が進行したことに加え、中国株が調整局面になったことによるコモディティ需要減の見方から、指

数は246台まで下落しました。その後、米国、中国などの経済指標が改善を示したことに加え、株高・ドル安が進行した

ことなどから一旦は上昇したものの、下旬には、原油などの需給の弱さが意識されたことから反落し、9月末には259台

となりました。

　なお、当第2四半期連結会計期間における国内商品先物市場全体の売買高は16,114千枚（同37.7％減）、当社グルー

プの売買高は25千枚（同89.2％減）となりました。

　株式市場においては、7月の前半は、米国の経済指標が低調となったことに加え、円高進行もマイナス要因となり、7月

中旬に日経平均株価は一時9,000円台まで下落しました。しかしその後は、米国企業の決算と経済指標が好調で米国株

が上昇したことなどを受け、月末には10,300円台まで上昇しました。8月から9月下旬にかけては、国内外の経済指標や

企業業績の推移に左右される展開となり、10,100円台から10,700円台のレンジ内での値動きが続きましたが、9月末近

くになると、急速な円高による企業業績への悪影響が懸念されたことから、一時1万円の大台を割り込む場面もありま

した。

  このような経済・市場環境のもと、当社グループの受取手数料は679百万円（同28.9％減）となり、その内訳は外国

為替証拠金取引業528百万円（同8.9％減）、商品先物取引業148百万円（同58.4％減）、証券業2百万円（同86.7％

減）であります。売買損益は貴金属市場などで売買損を計上した結果、25百万円の売買損（前年同四半期は205百万円

の売買益）となりました。また、営業費用は628百万円（前年同四半期比38.7％減）となりましたが、その主なものは、

人件費188百万円（同37.3％減）、取引所等関係費106百万円（同54.8％減）、電算機費97百万円（同7.5％減）であり

ます。

  この結果、当第２四半期連結会計期間の当社グループの連結業績は、営業収益658百万円（同43.9％減）、営業利益

29百万円（同80.0％減）、経常利益29百万円（同81.1％減）、四半期純損失80百万円（前年同四半期は106百万円の四

半期純利益）となりました。
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　当社グループの当第２四半期連結会計期間における営業収益は以下のとおりであります。

①　受取手数料

区分 金額（千円） 前年同四半期比(％)

外国為替証拠金取引   

取引所為替証拠金取引 511,915 △4.3

店頭為替証拠金取引 16,576 △63.5

外国為替証拠金取引計 528,491 △8.9

商品先物取引   

農産物市場 4,328 △91.7

砂糖市場 180 △72.7

貴金属市場 137,958 △51.9

アルミニウム市場 ― △100.0

ゴム市場 3,227 △50.8

石油市場（注）２ 2,878 △73.5

商品先物取引計 148,572 △58.4

証券取引   

委託手数料   

株券 2,270 △87.5

債券 ― ―

受益証券 19 △88.0

小計 2,289 △87.5

募集・売出手数料 ― △100.0

その他の受入手数料 209 △51.8

証券取引計 2,498 △86.7

合計 679,561 △28.9

（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　東京工業品取引所の原油(110千円)の取引方法は現金決済取引でありますが、現物先物取引

の石油市場に含めております。
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②　売買損益

区分 金額（千円） 前年同四半期比(％)

外国為替証拠金取引 　 　

取引所為替証拠金取引 465 ―

店頭為替証拠金取引 ― △100.0

外国為替証拠金取引計 465 △68.7

商品先物取引   

農産物市場 3 △99.9

砂糖市場 △74 ―

貴金属市場 △25,907 ―

ゴム市場 ― △100.0

石油市場 9 △99.9

商品先物取引計 △25,969 ―

証券取引   

株券等 320 357.1

証券取引計 320 357.1

合計 △25,183 ―

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

③　その他

区分 金額(千円) 前年同四半期比(％)

外国為替証拠金取引 3,377 △61.7

信用取引収益 87 △96.3

その他 211 1,663.3

合計 3,676 △67.2

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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　当社グループの当第２四半期連結会計期間における事業別の業績は以下のとおりであります。

①　外国為替証拠金取引業

　当第２四半期連結会計期間の当社グループの外国為替証拠金取引業の受取手数料は528百万円（前年同四半期

比8.9％減）となり、その主な内訳は米ドル/円の取引154百万円（同24.9％減）、豪ドル/円の取引136百万円（同

27.7％増）、英ポンド/円の取引130百万円（同10.0％増）であります。

　当社グループの当第２四半期連結会計期間における外国為替証拠金取引業の営業収益は以下のとおりでありま

す。

Ａ　営業収益

区分 金額（千円） 前年同四半期比(％)

受取手数料 528,491 △8.9

売買損益 465 △68.7

その他 3,377 △61.7

合計 532,334 △9.9

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　当社グループの外国為替証拠金取引の取引高に関して当第２四半期連結会計期間の状況は、以下のとおりであ

ります。

Ｂ　外国為替証拠金取引の取引高の状況

区分 取引高 前年同四半期比（％）

米ドル／円 （千米ドル） 9,346,020 △36.9

ユーロ／円 （千ユーロ） 3,483,580 △10.0

豪ドル／円 （千豪ドル） 8,166,680 31.0

英ポンド／円 （千英ポンド） 7,880,250 7.5

NZドル／円 （千NZドル） 826,620 △74.6

カナダドル／円 （千カナダドル） 253,920 △68.0

スイスフラン／円 （千スイスフラン） 73,050 △79.8

南アフリカランド／円 （千ZAR） 4,400,580 3,682.5

ユーロ／ドル （千ユーロ） 412,760 322.7

その他 （千通貨単位） 866,750 619.1

合計 35,710,210 △3.5
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　当社グループのうち、外国為替証拠金取引業を営むスターアセット証券株式会社及びスター為替株式会社の自

己資本規制比率は、以下のとおりであります。

Ｃ　自己資本規制比率

　（スターアセット証券株式会社）

　

   
当第２四半期連結会計期間末

（百万円）

基本的項目  （Ａ） 3,731

補完的項目

その他有価証券評価差額金（評価益）等 47

金融商品取引責任準備金等  170

一般貸倒引当金  0

その他 　 ―

計 （Ｂ） 218

控除資産 （Ｃ）　 745

固定化されていない自己資本(Ａ)＋(Ｂ)－(Ｃ) （Ｄ） 3,204

リスク相当額

市場リスク相当額 　 21

取引先リスク相当額  408

基礎的リスク相当額 　 557

計 （Ｅ） 986

自己資本規制比率（％）　（Ｄ）／（Ｅ）×100 　 324.7

（注）上記は金融商品取引法の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」の定めにより

決算数値をもとに算出したものであります。

　（スター為替株式会社）

   
当第２四半期連結会計期間末

（百万円）

基本的項目  （Ａ） 1,376

補完的項目

その他有価証券評価差額金（評価益）等 ―

金融商品取引責任準備金等  31

一般貸倒引当金  ―

その他 　 ―

計 （Ｂ） 31

控除資産 （Ｃ）　 251

固定化されていない自己資本(Ａ)＋(Ｂ)－(Ｃ) （Ｄ） 1,156

リスク相当額

市場リスク相当額 　 1

取引先リスク相当額  31

基礎的リスク相当額 　 325

計 （Ｅ） 358

自己資本規制比率（％）　（Ｄ）／（Ｅ）×100 　 322.8

（注）上記は金融商品取引法の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」の定めにより

決算数値をもとに算出したものであります。
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②　商品先物取引業

　当第２四半期連結会計期間の当社グループの商品先物取引業の受取手数料は148百万円（前年同四半期比

58.4％減）となり、その主な内訳は貴金属市場137百万円（同51.9％減）、農産物市場4百万円（同91.7％減）、ゴ

ム市場3百万円（同50.8％減）であります。

　また、売買損益は貴金属市場で売買損を計上した結果、25百万円の売買損（前年同四半期は203百万円の売買

益）となりました。

　当社グループの当第２四半期連結会計期間における商品先物取引業の営業収益は以下のとおりであります。

Ａ　営業収益

区分 金額(千円) 前年同四半期比(％)

受取手数料 148,572 △58.4

売買損益 △25,969 ―

合計 122,603 △78.1

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　当社グループの商品先物取引の売買高に関して当第２四半期連結会計期間の状況は、以下のとおりであります。

Ｂ　商品先物取引の売買高の状況

区分 委託(枚)前年同期比(％)自己(枚)前年同期比(％)合計(枚)前年同期比(％)

農産物市場 1,795 △97.8 544 △55.3 2,339 △97.2

砂糖市場 53 △87.8 2 △75 55 △87.5

貴金属市場 17,436 △69.9 3,696 △68.2 21,132 △69.6

アルミニウム市場 ― △100.0 ― ― ― △100.0

ゴム市場 851 △94.3 ― △100.0 851 △94.3

石油市場(注)３ 1,006 △94.2 196 △99.3 1,202 △97.4

合計 21,141 △87.8 4,438 △89.5 25,579 △88.1

（注）１　主な商品別の委託売買高とその総委託売買高に対する割合は、以下のとおりであります。

取引所名 銘柄名

前四半期連結会計期間

(自　平成20年７月１日

至　平成20年９月30日)

当四半期連結会計期間

(自　平成21年７月１日

至　平成21年９月30日)

委託売買高(枚)割合(％)委託売買高(枚)割合(％)

東京工業品取引所 金 21,99612.7 13,24262.6

東京工業品取引所 白金 31,97618.4 4,18819.8

東京穀物商品取引所 一般大豆 1,345 0.8 853 4.0

東京工業品取引所 ゴム 14,8208.6 851 4.0

東京工業品取引所 ガソリン 9,008 5.2 690 3.3

２　商品先物取引における取引の最低単位を枚と呼び、例えば東京金１枚は１kg、とうもろこし

１枚は50ｔというように、１枚当たりの数量は、商品ごとに異なります。

３　東京工業品取引所の原油（委託29枚、自己0枚、合計29枚）の取引方法は現金決済取引であり

ますが、現物先物取引の石油市場に含めております。
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　当社グループの商品先物取引に関する売買高のうち、当第２四半期連結会計期間末において反対売買等により

決済されていない建玉の状況は、以下のとおりであります。

Ｃ　商品先物取引の未決済建玉の状況

区分 委託(枚)
前年同四半期比

(％)
自己(枚)

前年同四半期比

(％)
合計(枚)

前年同四半期比

(％)

農産物市場 256 △58.5 0 ― 256 △58.5

砂糖市場 7 △50.0 0 ― 7 △50.0

貴金属市場 2,551 8.5 10 △91.4 2,561 3.8

ゴム市場 45 △46.4 0 ― 45 △46.4

石油市場(注) 82 △77.7 0 △100.0 82 △83.6

合計 2,941 △14.3 10 △96.0 2,951 △19.9

（注）東京工業品取引所の原油（委託13枚、自己0枚、合計13枚）の取引方法は現金決済取引でありま

すが、現物先物取引の石油市場に含めております。

　当社グループのうち、商品先物取引業を営むスターアセット証券株式会社の純資産額規制比率は、以下のとおり

であります。

Ｄ　純資産額規制比率

  
当第２四半期連結会計期間末

（百万円）

 資産計  （Ａ） 5,990

 負債計  （Ｂ） 2,252

 純資産額（Ａ）－（Ｂ）  （Ｃ） 3,737

 市場リスク相当額  （Ｄ） 5

 相殺によって、市場リスク相当額から 減額したもの  （Ｅ） ―

 取引先リスク相当額  （Ｆ） 77

 リスク相当額（Ｄ）＋（Ｆ）  （Ｇ） 82

 純資産額規制比率（％）（Ｃ）／（Ｇ）×100  （Ｈ） 4,530.1

 

 （負債の合計額から控除するものの内訳）

 長期劣後債務  （Ｉ） ―

 短期劣後債務  （Ｊ） ―

（注）上記は商品取引所法の規定に基づき、「商品取引所法施行規則」の定めにより決算数値をもと

に算出したものであります。
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③　証券業

　当第２四半期連結会計期間の当社グループの証券業の受取手数料は2百万円（前年同四半期比86.7％減）であ

ります。

　当社グループの当第２四半期連結会計期間における証券業の営業収益は以下のとおりであります。

Ａ　営業収益

区分 金額(千円) 前年同四半期比(％)

受取手数料 2,498 △86.7

売買損益 320 357.1

その他 87 △96.3

合計 2,906 △86.3

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　当社グループの株券の売買高に関して当第２四半期連結会計期間の状況は、以下のとおりであります。

Ｂ　株券の売買高の状況（先物取引を除く）

区分
委託

（百万円）

前年

同四半期比

（％）

自己

（百万円）

前年

同四半期比

（％）

合計

（百万円）

前年

同四半期比

（％）

株券 324 △87.9 ― ― 324 △87.9

（うち信用取引） 14 △98.9 (―) (―) 14 △98.9

　当社グループの証券先物取引等に関して当第２四半期連結会計期間の状況は、以下のとおりであります。

Ｃ　証券先物取引等の状況

区分
委託

（百万円）

前年

同四半期比

（％）

自己

（百万円）

前年

同四半期比

（％）

合計

（百万円）

前年

同四半期比

（％）

株式に係る取引 　 　 　 　 　 　

先物取引 ― △100.0 1,4411,898.01,441 △92.9

オプション取引 ― △100.0 ― ― ― △100.0

合計 ― △100.0 1,4411,898.01,441 △98.0

　当社グループのうち、証券業を営むスターアセット証券株式会社の自己資本規制比率は、外国為替証拠金取引業

の自己資本規制比率と同一であります。
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(2）キャッシュ・フローの状況

  当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、主に営業活動によるキャッシュ・フローが

△274百万円、投資活動によるキャッシュ・フローが△11百万円、財務活動によるキャッシュ・フローが△4百万円

となったことから、当第１四半期連結会計期間末に対して、△290百万円減少（8.3％減）し、3,220百万円となりま

した。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結会計期間において、営業活動によるキャッシュ・フローは△274百万円（前年同四半期は415百

万円）となりました。これは主に、税金等調整前四半期純利益1百万円を計上し、外国為替取引預り証拠金の増加額

が1,648百万円、金銭の信託の減少額が200百万円となったものの、差入保証金の増加額が△1,694百万円、その他が

△504百万円となったことなどによります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結会計期間において、投資活動によるキャッシュ・フローは△11百万円（前年同四半期は9百万

円）となりました。これは従業員に対する貸付金の回収による収入が6百万円となったものの、従業員に対する貸付

による支出が△6百万円、無形固定資産の取得による支出が△6百万円、有形固定資産の取得による支出が△4百万円

となったことなどによります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結会計期間において、財務活動によるキャッシュ・フローは、自己株式の取得による支出△4百万

円により、△4百万円（前年同四半期は△0百万円）となりました。

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4）研究開発活動

　該当する事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあり

ません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）
普通株式 25,000,000
計 25,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年11月13日）

上場金融商品取引所名又は登録
認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 6,543,700 6,543,700

福岡証券取引所

大阪証券取引所

（ニッポン・ニュー・マーケッ

ト－「ヘラクレス」）

単元株式数

100株　

計 6,543,700 6,543,700 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当する事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

該当する事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成21年７月１日～
平成21年９月30日

－ 6,543,700 － 2,500,000 － 1,427,605

（５）【大株主の状況】

 平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

吉　田　信　明 横浜市青葉区 1,220 18.65
スターホールディングス㈱ 福岡市博多区博多駅前１―２―５ 640 9.79
佐　藤　不三夫 東京都世田谷区 363 5.55
吉原商品㈱ 東京都杉並区浜田山２―３―15 255 3.91
木　原　和　喜 神奈川県鎌倉市 232 3.55
竹　村　義　則 広島市安佐南区 184 2.81
木原商事㈱ 東京都杉並区浜田山２―３―15 141 2.16
石　崎　幸　七 福岡県太宰府市 131 2.01
木　原　秋　好 東京都杉並区 129 1.98
スターホールディングス社員持株会 福岡市博多区博多駅前１―２―５ 106 1.63

計 ― 3,405 52.04
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成21年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 640,700 ―　 ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 5,900,400 59,004 ―

単元未満株式 普通株式 2,600 ― ―

発行済株式総数 6,543,700 ― ―

総株主の議決権 ― 59,004 ―

　
②【自己株式等】

 平成21年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)

スターホールディングス㈱

福岡市博多区博多駅前

１―２―５
640,700 ― 640,700 9.79

計 ― 640,700 ― 640,700 9.79

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成21年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 136 118 195 171 152 140

最低（円） 102 106 115 122 128 122

　（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの、役員の異動は次のとおりであります。

（1）新任役員　

該当する事項はありません。

（2）退任役員

該当する事項はありません。

（3）役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役 管理部長 取締役 ― 野中　功 平成21年７月１日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成

20年４月１日から平成20年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結会計期

間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21

年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づき作成しております。

　なお、商品先物取引業の固有の事項については、社団法人日本商品取引員協会が定めた「商品先物取引業統一経理基

準」（平成５年３月３日付社団法人日本商品取引員協会理事会決議）及び「商品先物取引業における金融商品取引

法に基づく開示の内容について」（平成５年７月14日付社団法人日本商品取引員協会理事会決議）に準拠して作成

しております。

　また、金融商品取引業固有の事項のうち主なものについては、四半期連結財務諸表規則第63条及び第83条の規定に基

づいて、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年内閣府令第52号）及び「有価証券関連経理の統一に関す

る規則」（昭和49年11月14日付日本証券業協会理事会決議）に準拠して作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半

期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責

任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,674,532 3,994,481

預託金 705,000 675,000

委託者未収金 48,761 54,465

商品及び製品 391 －

保管有価証券 95,135 100,294

差入保証金 22,894,808 20,441,205

金銭の信託 820,142 1,020,100

信用取引資産 10,990 412,704

委託者先物取引差金 175,277 392,337

未収還付法人税等 28,071 3,244

その他 303,226 414,426

貸倒引当金 △424 △473

流動資産合計 29,755,912 27,507,786

固定資産

有形固定資産 ※1
 87,270

※1
 94,834

無形固定資産 130,728 78,611

投資その他の資産 795,496 1,340,144

投資有価証券 265,638 271,186

その他 858,263 1,438,201

貸倒引当金 △328,405 △369,243

固定資産合計 1,013,495 1,513,590

繰延資産 － 2,162

資産合計 30,769,407 29,023,539
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

トレーディング商品 250 994

未払法人税等 183,652 250,314

賞与引当金 6,983 7,821

預り証拠金 728,083 936,141

外国為替取引預り証拠金 22,527,883 19,601,472

預り証拠金代用有価証券 95,135 100,294

信用取引負債 10,990 387,258

受入保証金 1,286 104,535

訴訟損失引当金 196,697 267,780

その他 578,473 621,450

流動負債合計 24,329,435 22,278,065

固定負債

繰延税金負債 60,379 67,099

役員退職慰労引当金 320,720 324,385

負ののれん 410,867 425,540

長期リース資産減損勘定 4,630 8,965

固定負債合計 796,596 825,991

特別法上の準備金

商品取引責任準備金 159,819 142,985

金融商品取引責任準備金 42,178 35,503

特別法上の準備金合計 201,998 178,489

負債合計 25,328,030 23,282,545

純資産の部

株主資本

資本金 2,500,000 2,500,000

資本剰余金 60,749 60,749

利益剰余金 3,060,089 3,334,735

自己株式 △227,381 △216,184

株主資本合計 5,393,457 5,679,300

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 47,919 61,692

評価・換算差額等合計 47,919 61,692

純資産合計 5,441,377 5,740,993

負債純資産合計 30,769,407 29,023,539
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

営業収益

受取手数料 1,881,428 1,386,873

売買損益 110,523 △38,818

その他 19,273 7,946

営業収益合計 2,011,226 1,356,001

営業費用 ※1
 2,077,036

※1
 1,400,668

営業損失（△） △65,810 △44,666

営業外収益

受取利息 8,201 2,234

受取配当金 2,959 3,717

負ののれん償却額 14,673 14,673

その他 3,815 2,948

営業外収益合計 29,650 23,574

営業外費用

創立費償却 360 2,162

株式交付費 835 －

持分法による投資損失 35 －

投資事業組合運用損 6,015 5,012

為替差損 － 3,458

減価償却費 44 34

その他 181 279

営業外費用合計 7,474 10,947

経常損失（△） △43,634 △32,040
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

特別利益

商品取引責任準備金戻入額 103,986 －

貸倒引当金戻入額 152 39,494

賞与引当金戻入額 44,577 －

出資金償還益 － 137,796

特別利益合計 148,715 177,290

特別損失

固定資産売却損 1,558 －

固定資産除却損 167 945

減損損失 4,890 43,810

商品取引責任準備金繰入額 － 16,833

金融商品取引責任準備金繰入れ 6,740 6,675

投資有価証券評価損 200 5,717

出資金償還損 － 127,511

ゴルフ会員権評価損 3,650 2,825

割増退職金 － 1,479

システム解約違約金 － 19,800

原状回復費用 － 28,700

特別損失合計 17,207 254,297

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

87,873 △109,046

法人税、住民税及び事業税 112,908 176,275

法人税等調整額 △545 △10,675

法人税等合計 112,363 165,599

四半期純損失（△） △24,489 △274,645
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

営業収益

受取手数料 955,862 679,561

売買損益 205,086 △25,183

その他 11,219 3,676

営業収益合計 1,172,167 658,055

営業費用 ※1
 1,025,209

※1
 628,672

営業利益 146,958 29,382

営業外収益

受取利息 7,790 1,796

負ののれん償却額 7,336 7,336

その他 3,063 649

営業外収益合計 18,190 9,782

営業外費用

創立費償却 180 1,982

持分法による投資損失 6 －

投資事業組合運用損 6,015 5,012

為替差損 － 2,161

減価償却費 17 17

その他 1,287 223

営業外費用合計 7,507 9,397

経常利益 157,641 29,768

特別利益

商品取引責任準備金戻入額 46,357 －

貸倒引当金戻入額 14 7,551

訴訟損失引当金戻入額 － 15,279

特別利益合計 46,371 22,830

特別損失

固定資産売却損 819 －

固定資産除却損 167 555

減損損失 － 28,756

商品取引責任準備金繰入額 － 9,357

金融商品取引責任準備金繰入れ 3,290 2,895

投資有価証券評価損 200 5,717

ゴルフ会員権評価損 3,650 175

原状回復費用 － 3,700

特別損失合計 8,127 51,157

税金等調整前四半期純利益 195,886 1,440

法人税、住民税及び事業税 89,978 87,796

法人税等調整額 △349 △5,364

法人税等合計 89,629 82,431

四半期純利益又は四半期純損失（△） 106,256 △80,991
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

87,873 △109,046

減価償却費 28,746 30,484

減損損失 4,890 43,810

負ののれん償却額 △14,673 △14,673

有形固定資産除却損 167 636

有形固定資産売却損益（△は益） 1,558 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △21,184 △40,887

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 1,702 △3,665

受取利息及び受取配当金 △11,161 △5,952

持分法による投資損益（△は益） 35 －

顧客分別金信託の増減額（△は増加） 150,000 －

その他の預託金の増減額（△は増加） － △30,000

金銭の信託の増減額（△は増加） △50,030 199,957

外国為替取引分別保管預金の増減額（△は増
加）

61,955 45,454

委託者未収金の増減額（△は増加） 58,229 5,704

信用取引資産及び信用取引負債の増減額 17,583 25,445

委託者先物取引差金（借方）の増減額（△は増
加）

86,277 217,059

差入保証金の増減額（△は増加） △4,588,086 △2,453,602

長期未収債権の増減額（△は増加） △26,373 50,232

預り証拠金の増減額（△は減少） △447,490 △208,057

外国為替取引預り証拠金の増減額（△は減少） 5,241,842 2,926,410

受入保証金の増減額（△は減少） △99,140 △103,249

預り金の増減額（△は減少） 27,345 △148,402

その他 △172,685 △119,482

小計 337,381 308,175

利息及び配当金の受取額 11,438 6,723

法人税等の支払額 △8,874 △271,850

法人税等の還付額 141,917 2,242

営業活動によるキャッシュ・フロー 481,863 45,290

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △208 △20,620

有形固定資産の売却による収入 20,639 －

無形固定資産の取得による支出 － △74,514

投資有価証券の取得による支出 － △15,000

従業員に対する貸付けによる支出 △8,350 △6,500

従業員に対する貸付金の回収による収入 14,281 10,255

出資金の売却による収入 － 177,284

その他 △4,165 300

投資活動によるキャッシュ・フロー 22,198 71,205

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △339 △11,196

配当金の支払額 △42 △38

財務活動によるキャッシュ・フロー △381 △11,235

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 503,679 105,260

現金及び現金同等物の期首残高 2,823,089 3,115,002

現金及び現金同等物の四半期末残高 3,326,769 3,220,262
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【継続企業の前提に関する事項】

　当第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）

　該当する事項はありません。

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

　該当する事項はありません。

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

（四半期連結損益計算書）

　前第２四半期連結累計期間において、営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「為替差損」は、営業外

費用総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結累計期間では区分掲記することといたしました。なお、前第２四

半期連結累計期間の営業外費用の「その他」の含まれる「為替差損」は11千円であります。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書）

　前第２四半期連結累計期間において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示しておりま

した「無形固定資産の取得による支出」は重要性が増加したため、当第２四半期連結累計期間では区分掲記すること

としました。なお、前第２四半期連結累計期間の「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含まれる「無

形固定資産の取得による支出」は△4,165千円であります。

　

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

（四半期連結損益計算書）

　前第２四半期連結会計期間において、営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「為替差損」は、営業外

費用総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結会計期間では区分掲記することといたしました。なお、前第２四

半期連結会計期間の営業外費用の「その他」に含まれる「為替差損」は1,173千円であります。
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【簡便な会計処理】

 
 
 

当第２四半期連結累計期間 
（自　平成21年４月１日 
 至　平成21年９月30日）

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法 　当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定し

たものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績

率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

２．固定資産の減価償却費の算定方法 　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額

を期間按分して算定する方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

　該当する事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 97,776千円　 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 114,856千円　

　

──────

２　偶発債務

従業員の銀行借入金に対して、次の金額の債務保証を

しております。

　 　 　 従業員 626千円　

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

※１　営業費用のうち主要な費目及び金額は、次のとおりで

あります。

※１　営業費用のうち主要な費目及び金額は、次のとおりで

あります。

従業員給与・賞与 491,923千円　

取引所等関係費 481,476千円　

賞与引当金繰入額 15,719千円　

退職給付費用 20,951千円　

役員退職慰労引当金繰入額 1,702千円　

貸倒引当金繰入額 18,078千円　

従業員給与・賞与 248,326千円　

取引所等関係費 231,091千円　

賞与引当金繰入額 6,210千円　

退職給付費用 36,903千円　

役員退職慰労引当金繰入額 3,705千円　

訴訟損失引当金繰入額 67,047千円　

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

※１　営業費用のうち主要な費目及び金額は、次のとおりで

あります。

※１　営業費用のうち主要な費目及び金額は、次のとおりで

あります。

従業員給与・賞与 224,521千円　

取引所等関係費 235,545千円　

賞与引当金繰入額 7,529千円　

退職給付費用 9,922千円　

役員退職慰労引当金繰入額 851千円　

貸倒引当金繰入額 16,413千円　

従業員給与・賞与 119,531千円　

取引所等関係費 106,418千円　

賞与引当金繰入額 4,657千円　

退職給付費用 18,399千円　

役員退職慰労引当金繰入額 1,908千円　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 4,014,961千円

商品取引責任準備金口 △151,807千円

証券取引責任準備金口 △10,815千円

金融先物取引責任準備金口 △13,559千円

外国為替取引分別保管預金 △47,072千円

外国為替取引担保預金 △464,936千円

現金及び現金同等物 3,326,769千円

　

現金及び預金勘定 4,674,532千円

商品取引責任準備金口 △156,726千円

証券取引責任準備金口 △10,792千円

金融先物取引責任準備金口 △24,710千円

外国為替取引分別保管預金 △48,667千円

外国為替取引担保預金 △1,213,372千円

現金及び現金同等物 3,220,262千円
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（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平

成21年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　　　　6,543,700株

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　　　　　　　640,722株

３．新株予約権等に関する事項

　該当する事項はありません。

４．配当に関する事項

　該当する事項はありません。

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）及び前第２四半期連結累計期間（自

平成20年４月１日　至平成20年９月30日）

　当社グループは「投資・金融サービス業」として単一セグメントにて事業展開しており、当該事業以外に事

業の種類がないため、該当する事項はありません。　

当第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）

　

投資・金融

サービス業

（千円）

環境・省エネ

ルギー支援

サービス業

（千円）

合計（千円）
消去又は全社

（千円）
連結（千円）

　営業収益 　657,848 　207 　658,055 ― 　658,055

　営業利益又は

　営業損失（△）
　37,121 　△9,515 　27,606 　1,775 　29,382

当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

　

投資・金融

サービス業

（千円）

環境・省エネ

ルギー支援

サービス業

（千円）

合計（千円）
消去又は全社

（千円）
連結（千円）

　営業収益 　1,355,794 　207 　1,356,001 ― 　1,356,001

　営業損失（△） 　△27,345 　△15,504 　△42,849 　(1,817)　△44,666

【所在地別セグメント情報】

　前第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）及び当第２四半期連結会計期間

（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）並びに前第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平

成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

　本邦以外に連結子会社及び在外支店がないため、該当する事項はありません。

【海外売上高】

　前第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）及び当第２四半期連結会計期間

（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）並びに前第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平

成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

　海外売上高がないため、該当する事項はありません。
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（デリバティブ取引関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）

　対象物の種類が商品関連であるデリバティブ取引が、事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前

連結会計年度の末日に比べ著しい変動が認められます。

対象物の種類 取引の種類 契約額等（千円）
契約額等のうち
1年超（千円）

時価（千円） 評価損益（千円）

　商品関連

商品先物取引　

売建

買建

　

28,630

―

　

―

―

　

28,880

―

　

△250

―

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 921円 80銭 １株当たり純資産額 960円 10銭

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額 4円01銭 １株当たり四半期純損失金額 46円 20銭

　なお、四半期純損失が計上されており、また、潜在株式がな

いため、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の記載は

しておりません。

　なお、四半期純損失が計上されており、また、潜在株式がな

いため、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の記載は

しておりません。

１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎 １株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎

①　四半期純損失 24,489千円　

②　普通株主に帰属しない金額 ―千円　

③　普通株式に係る四半期純損失 24,489千円　

④　普通株式の期中平均株式数 6,101,183株　

①　四半期純損失 274,645千円　

②　普通株主に帰属しない金額 ―千円　

③　普通株式に係る四半期純損失 274,645千円　

④　普通株式の期中平均株式数 5,944,608株　

　

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 17円42銭 １株当たり四半期純損失金額 13円 68銭

　潜在株式がないため、潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益の記載はしておりません。

　なお、四半期純損失が計上されており、また、潜在株式がな

いため、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の記載は

しておりません。

１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎 １株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎

①　四半期純利益 106,256千円　

②　普通株主に帰属しない金額 ―千円　

③　普通株式に係る四半期純利益 106,256千円　

④　普通株式の期中平均株式数 6,101,098株　

①　四半期純損失 80,991千円　

②　普通株主に帰属しない金額 ―千円　

③　普通株式に係る四半期純損失 80,991千円　

④　普通株式の期中平均株式数 5,921,563株　

（重要な後発事象）

　該当する事項はありません。
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２【その他】

　当第２四半期連結会計期間末時点において、連結子会社に対する係属中の損害賠償請求事件の合計は16件、請求金額

の合計は713百万円であります。また、内訳は商品先物取引及び外国為替証拠金取引の受託取引等に関するものが11

件、請求金額は480百万円となっており、その他が5件、請求金額は233百万円となっております。

　このうち商品先物取引及び外国為替証拠金取引の受託取引等に関するものについては、顧客が同社との取引により

損失を被ったとして、同社に対し損害賠償を求めるものであります。これに対し同社は全ての取引において不法行為

が無いことを主張しております。また、その他のものについては、同社の元従業員の在籍中の行為について、使用者責

任を適用して損害賠償を求めるものであります。これに対し同社は使用者責任が無いことを主張しております。

　いずれの件においても結審に至るまでには相当の期間を要するものと思われるため、現時点において結果を予測す

るのは困難であります。なお、訴訟等による損失に備えるため、連結子会社において商品取引責任準備金及び金融商品

取引責任準備金170百万円、訴訟損失引当金196百万円を計上しております。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年11月12日

スターホールディングス株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 坂本　克治　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 工藤　雅春　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているスターホールディン

グス株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年７月１

日から平成20年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につ

いて四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、スターホールディングス株式会社及び連結子会社の平成20年９月30日現

在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期

連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認めら

れなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年11月12日

スターホールディングス株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 坂本　克治　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 工藤　雅春　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているスターホールディン

グス株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１

日から平成21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につ

いて四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、スターホールディングス株式会社及び連結子会社の平成21年９月30日現

在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期

連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認めら

れなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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